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1. 条例制定の背景 

１９８９年（平成元年）１１月２０日に「児童の権利に関する条約」が、国連総会において

採択され、日本は１９９４年（平成６年）に批准しました。この条約は、子どもの権利を考え

る際の世界共通の基盤となっています。 

本市は、「子どもを安心して生めるまち・地域ぐるみで子どもを育てるまち」を基本理念と

する「知多市次世代育成支援行動計画（後期計画）」を平成２２年３月に策定し、その重点行

動プランとして本条例の制定を位置付け、２３年度から子どもの権利啓発事業を実施して、そ

の制定に向けて取り組んできました。 

２４年６月に、公募市民、学識経験者、教育・福祉関係者、子育て支援に関わる団体の代表

者及び関係行政機関の職員による「知多市子ども条例策定検討会」を設置し、条例制定に向け

た検討にあたっては、「子どもの権利に関する実態・意識調査」及び「子どもワークショッ

プ」を実施し、子どもの意見、保護者をはじめとした関係者の意見を反映させて条例案を取り

まとめました。 

 

 

2. 条例の内容 

（前文） 

 子どもは、社会の一員として仲間や大人と共に、社会の未来を描き、それを実現する力を

持つ大切な存在です。 

 子どもは、望んでいます。 

「一人ひとりの個性やいいところを認め、それを伸ばしていけるように支えられることを。 

自分のことを決めるとき、自分の意志で選択することが尊重されることを。 

失敗を恐れず大きな夢に挑戦することを信じて支え、応援してくれる身近な人が増える社

会を。 

みんなが意見を出し合えるような雰囲気を大切にし、一人ひとりの意見に耳を傾け、最後

まで聞き、受け止めてもらうことを。 

 子どもにとって一番いいことを考えて、行動してくれる大人を。」 

子どもも大人も、一人ひとりが人生を自分らしく生き、その思いが尊重され、生きている

ことがすばらしいと実感できる社会を、大人になっても住みたいと思えるまちを、地域のみ

んなでつくりたいと願っています。 

私たちは、この考えのもと、子どもの権利を保障し、地域全体で子どもにやさしいまちづく

りを進めるため、知多市子ども条例を制定します。 

【趣旨】 

条例の目的でもある「子どもにやさしいまちづくり」について、子どもたちのメッセージ

を中心に地域関係者全体で推進していく決意を述べています。 

 

第１章 総則 



 

（目的） 

第１条 この条例は、「児童の権利に関する条約（平成６年条約第２号）」の理念に基づき、 

子どもの権利を保障し、地域全体で子育ちや子育てを支え合う仕組みをつくることによ 

り、子どもにやさしいまちづくりを進めることを目的とします。 

【趣旨】 

本条例の制定目的を定めています。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の定義は、次のとおりとします。 

（1）子ども １８歳未満の者又はこれに準ずる者をいいます。 

（2）保護者 親又は親の代わりに子どもを育てる立場にある者をいいます。 

（3）育ち学ぶ施設 児童福祉施設、学校教育施設、生涯学習施設など子どもが育ち、学 

ぶために通い、利用する施設をいいます。 

（4）施設関係者 育ち学ぶ施設の設置者、管理者、教員、職員などをいいます。 

（5）地域住民など 地域住民、市民活動団体、事業者などをいいます。 

【趣旨】 

この条例に用いる基本的な用語である「子ども」、「保護者」、「育ち学ぶ施設」、「施設関係

者」及び「地域住民など」の定義について定めています。 

（基本的考え方） 

第３条 この条例により進める子どもにやさしいまちづくりは、次の基本的考え方に基づ

きます。 

(1) 子どもの幸せや子どもにとって最も良いことは何かを第一に考えます。 

(2) 子ども自身の意思や力を大切にします。 

(3) 子どもの年齢や成長に配慮します。 

(4) 子どもと大人との信頼関係を基本に、地域全体で連携して取り組みます。 

【趣旨】 

子どもの権利を保障し、子どもにやさしいまちづくりを進めるうえでの条例全体を貫く理

念や前提条件を基本的考え方として定めています。 

（大人の役割） 

第４条 保護者は、子育てに中心的な役割と責任を持ち、子どもの最善の利益を考え、子ど

もの年齢や成長に応じた子育てに努めます。 

２ 施設関係者及び地域住民などは、子どもの権利を理解し、子どもの自分らしい育ちを支

援するように努めます。 

３ 市は、保護者、施設関係者及び地域住民などと連携し、並びに協働し、子どもの権利の

保障に努め、子どもにやさしいまちづくりの施策を進めます。 

【趣旨】 

子育てや子育ちに関わる「大人」の基本的な役割を定めています。 



 

（子どもの権利の普及啓発） 

第５条 市は、子どもの権利に対する市民の理解を深めるため、広く情報収集し、その普及

や啓発に努めます。 

２ 市、施設関係者及び地域住民などは、子どもが自分の権利を大切にするとともに、他 

の人の権利を尊重することを学び、知るための機会の確保に努めます。 

【趣旨】 

大人が子どもの権利を保障するためにそれぞれの役割を担ったり、子どもが他の人の権利

を尊重したりするためには、まずは子どもの権利について知り、学ぶことが必要であるとの

観点から、その普及啓発及び他の人の権利を尊重することを学び、知るための機会の確保に

ついて定めています。 

 

第２章 大切にされる子どもの権利 

  （子どもの大切な権利） 

第６条 この章に定める権利は、子どもがひとりの人間として育ち、学び、生活をしていく

上で大切な権利として保障されなければなりません。 

【趣旨】 

本章に掲げられた５つの権利が、本市の子どもにとって大切な権利であると同時に、あら

ゆる場面において保障される権利であることを定めています。 

 

（安心して暮らす権利） 

  第７条 子どもには、次のとおり安心して暮らす権利があります。 

（1）あらゆる暴力、危害及び差別から守られること。 

（2）平和で良好な生活環境で、健康に暮らせること。 

（3）自分を守るために必要な情報が得られ、安心して相談できること。 

【趣旨】 

子どもにとって「生存及び安全に対する欲求」は一番根源的なものであるということを子

どもの権利として定めています。なお、本権利は、「児童の権利に関する条約」で掲げられて

いる「生きる権利」「守られる権利」が主に該当する権利となっています。 

 

（自分らしく生きる権利） 

  第８条 子どもには、次のとおり自分らしく生きる権利があります。 

（1）ありのままの自分が認められ、自信が持てること。 

（2）自由に過ごせる時間が得られること。 

（3）自分のプライバシーが守られること。 

【趣旨】 

子どもも大人も最も大切な権利だと考えている「自分らしく生きる」ことができることを

子どもの権利として定めています。なお、この権利は、「児童の権利に関する条約」で掲げら



 

れている「育つ権利」の一部が主に該当する権利となっています。 

 

（自分らしく育つ権利） 

第９条 子どもには、次のとおり自らの意思と力で自分らしく育つ権利があります。 

（1）遊びなど自分の楽しみが大切にされ、やりたいことにチャレンジできること。 

（2）必要な教育が受けられ、自ら学びたいことを学ぶ機会が得られること。 

（3）文化、芸術、スポーツ、社会体験など豊かな自己を育む経験ができること。 

【趣旨】 

遊び、教育など日常生活を通して、子どもの心身が「自分らしく育つ」ことを子どもの権利と

して定めています。なお、この権利は、「児童の権利に関する条約」で掲げられている「育つ権利」

の一部が主に該当する権利となっています。 

 

（参加する権利） 

第１０条 子どもには、次のとおり自分に関わることに主体的に参加する権利があります。 

（1）自分の気持ちや意見が聴かれ、尊重されること。 

（2）必要な情報が得られ、意思決定に参加すること。 

（3）仲間をつくり、集い、対話し、自治的な活動を通じ、その力を養うこと。 

【趣旨】 

何ごとにも受け身になりがちな今の子どもにとって、「参加する権利」は、子どもたちがより良

い未来を自ら築いていくうえで、重要な意味を持っていることから、子どもの権利として定めて

います。なお、この権利は、「児童の権利に関する条約」で掲げられている「参加する権利」が主

に該当する権利となっています。 

 

（地域社会で共に生きる権利） 

第１１条 子どもには、次のとおり地域社会で共に生きる権利があります。 

(1) 地域の人とのつながり、支え合いが大切にされ、思いやりと笑顔に包まれて暮らせる 

こと。 

(2）性別、年齢、国籍、文化、障がいの有無などにかかわらず、共に生き、互いに認め合うこ

とができること。 

(3) 社会の一員として必要とされ、まちづくりに貢献できること。 

【趣旨】 

子どもにとって、家庭、学校、地域など多様な場で、地域の一員として多様な人々と共同して

生きることが大切であると考え、「地域社会で共に生きる権利」として定めています。なお、この

権利は、「児童の権利に関する条約」で掲げられている「育つ権利」の一部が主に該当する権利と

なっています。 

 

 

 

第３章 子どもを支える人々への支援 



 

（子育て家庭への支援） 

第１２条 市は、施設関係者及び地域住民などと連携し、並びに協働し、保護者が子育ての喜び

を実感し、安心して子育てができるよう必要な支援に努めます。 

２ 市は、関係機関と連携して特別に支援が必要な家庭及び子どもに対し、安心して暮らすこと

ができるよう支援に努めます。 

【趣旨】 

子どもを支える人々のうち、家庭＝親（保護者）への支援に関する施策や取り組みについて定

めています。 

 

（育ち学ぶ施設への支援） 

第１３条 市は、施設関係者に対し、次のような研修の機会を提供するよう努めます。 

(1) 子どもの権利を理解し、保障するために必要なことを学ぶ機会 

(2) 権利を侵す行為を早く発見し、対処するために必要なことを学ぶ機会 

【趣旨】 

学校の先生などの育ち学ぶ施設の教職員を支援するにあたり、教職員の資質の向上を図るため

の研修の機会の提供とその内容を定めています。 

 

（地域への支援） 

第１４条 市は、地域の子育て力の向上を図り、地域が安全で子どもの豊かな育ちの場となるた

め、次のような取組を進めます。 

（1）地域住民などの活動を支援し、又は協働して子どもの権利を保障し、子育てや子育ちの支

援に努めること。 

（2）子育てや子育ちを支援する市民活動団体などを支援し、人材育成と活用に努めること。 

【趣旨】 

地域で活動する「地域住民など」及び特に活躍が期待される「市民活動団体など」の支援につ

いて定めています。 

 

第４章 地域全体で進める子どもにやさしいまちづくり 

（虐待などの予防への取組） 

第１５条 市、施設関係者及び地域住民などは、子どもへの虐待、体罰、いじめなど（以下「虐 

待など」といいます。）の早期発見と防止に取り組みます。 

２ 施設関係者及び地域住民などは、虐待を受けていると思われる子どもを発見したときは、直

ちに市や関係機関に通報しなければなりません。 

３ 市は、関係機関などと連携し、虐待などについて安心して自由に相談できる環境を整え、そ

の救済に必要な支援に努めます 

 

【趣旨】 

子どもを虐待やいじめなどの被害から守るために、市、施設関係者及び地域住民などは、虐待

やいじめなどの権利侵害行為が行われ始めた初期の段階にできる限り発見できるようにすると



 

ともに、虐待やいじめの防止（予防）に取り組んでいくことを定めています。 

また、施設関係者及び地域住民などが、虐待などの権利侵害行為を受けている子どもを発見し

た場合の通報義務及び安心して相談したり、権利侵害からの救済を行ってもらったりできる体制

整備について定めています。 

 

（子どもの居場所づくり） 

第１６条 市及び地域住民などは、連携して、子どもが自分らしく生き、育ち、地域社会にお

いて共に生きられる場（以下「居場所」といいます。）の確保及び充実に努めます。 

２ 地域住民などは、地域における子どもの多様な体験及び自発的な活動を促進し、人と人と 

のきずなを深められる居場所づくりに努めます。 

【趣旨】 

「ありのままの自分でいることができる場所」、「休息したりして自分を取り戻すことができ

る場所」、「安心して人間関係を作りあうことができる場所」が必要です。これらの居場所とし

ては、まずは家庭や学校が考えられますが、必ずしも全員の子どもにとっての居場所になって

いない現実があります。 

また、子どもを支える人々を支援し、地域社会全体で子育ちを支えるという観点からも、地

域社会においても子どもの居場所を確保したり、充実させたりすることが重要であり、ここで

は、その必要な施策や取り組みについて定めています。 

 

（子どもの参加の促進） 

第１７条 市は、地域住民などと連携し、及び協働し、子どもがまちづくりに主体的に参加で

きる会議などの機会の充実に努めます。 

２ 市は、子どもに関連した施策の計画及び実施に当たっては、子どもが話しやすい方法で意

見を聴くように努めます。 

３ 施設関係者及び地域住民などは、子どもが自分に関わることについて、自分の気持ちや考

えを表明し、参加する機会を設けるよう努めます。 

【趣旨】 

直接的には、第１０条「参加する権利」を保障するため、市、施設関係者、地域住民などが取

り組むべき内容について定めています。 

子どもの参加を進めるためには、家庭、育ち学ぶ施設、地域において、また、まちづくり、子

ども関連施策や計画策定の際など、さまざまな場と機会において、子どもの意見を適切に反映

させたり、自分の意見に基づき、実際にまちづくりや自治的な活動を行ったりすることができ

るような仕組みをつくることが必要です。 



 

第５章 子どもに関する施策の推進 

（子どもに関する計画） 

第１８条 市は、子どもにやさしいまちづくりを計画的に進めるため、子どもに関する行動計

画（以下「行動計画」といいます。）を策定します。 

２ 市は、行動計画を策定するときは、子どもを含めた市民の意見を反映することができるよう

に努めます。 

【趣旨】 

この条例の実効性を担保する条項であり、条例に定めた基本的な施策を計画的に実施するため

の行動計画を策定することを定めています。 

平成２６年度末までの次世代育成支援行動計画と２７年度からの子ども・子育て支援法に基づ

く「子ども・子育て支援事業計画」を想定しています。 

 

（子ども子育てを支援する会議） 

第１９条 市は、行動計画の策定及び円滑な推進を図るため、子ども子育てを支援する会議を設

置します。 

２ 子ども子育てを支援する会議は、行動計画の推進に関し、調査及び検証を行います。 

【趣旨】 

第１８条の「行動計画」の策定に、市民や学識経験者の意見を取り入れ、実効性ある内容とす

るとともに、策定後に円滑な推進や調査・検証を図るための体制としての「子ども子育てを支援

する会議」について定めています。 

 

第６章 雑則 

（委任） 

第２０条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、別に定めます。 

 

附 則 

（施行期日） 

  この条例は、平成２６年４月１日から施行します。 

 

 

 

問合せ 知多市福祉子ども部子ども若者支援課      

  電 話 ０５６２－３６－２６５６        

ＦＡＸ ０５６２－３３－８８４４        

Ｅ-ｍail kodomo@city.chita.lg.jp 
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